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評価基準 

 

評価シートの評価（ＡＢＣＤ）は下記の基準を目安に内部評価を行っています。 

 

項 目 評価の視点 

妥当性 

行政が関与すべきか 
この事業を町が行わなければならないのか 

税金を投入して行うべき事業か 

住民ニーズは高いか 
住民に求められている事業であるか 

社会情勢が変化し、事業の必要性が低下していないか 

目的・対象は妥当か 
事業の対象・目的は適切か 

事業の対象・目的に改善の余地がないか 

有効性 

事業の効果があるか 
事業の目的が効果的に達成されているか 

廃止・休止した場合、住民生活に多大な影響があるか 

成果向上の可能性 
成果を向上させる余地（必要）があるか 

成果向上が期待できない原因は何か 

長期計画への貢献度 
事務事業の目的が、町の政策体系に結びついているか 

政策目標実現のため、確実に貢献しているか 

効率性 

手段は最適か 
目的達成のために、他に効率的な方法がないか 

類似事業との統廃合の余地はないか 

低コスト・効率化 
成果を下げずに、事業費を削減できないか 

事業費を削減した場合の影響の有無と問題解決策はどうか 

受益者負担は適切か 
受益者に対して、適切な負担金を徴収しているか 

住民間に不公平感がないか 

 

① 項目別評価 下記を目安に評価しています。 

項目 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

妥当性 

行政が関与すべきか 
積極的に関与す

べき 

関与すべき 本来関与すべきで

はない 

関与すべきで

はない 

住民ニーズは高いか 
非常に求められ

ている 

求められてい

る 

稀に求められる 求められたこ

とはない 

目的・対象は妥当か 
適切に定められ

ている 

概ね適切であ

る 

過剰もしくは不足

する部分がある 

不適切である 

有効性 

事業の効果があるか 
非常に効果的 概ね効果的 効果的でない部分

もある 

大半が有効で

ない 

成果向上の可能性 
現状で必要十分

である 

さらに向上の

余地がある 

向上させるのは難

しい 

向上がまった

く見込めない 

長期計画への貢献度 
大変効果的 貢献している 効果があるかわか

らない 

効果を見込め

ない 

効率性 

手段は適切か 
最適の手法であ

る 

検討の余地が

ある 

検討する必要があ

る 

手法に問題が

ある 

低コスト・効率化 
最も効率的であ

る 

概ね効率的で

ある 

改善できる余地が

ある 

もっと効率的

な方法がある 

受益者負担は適切か 
適切である 概ね適切であ

る 

やや適切でない 不適切 
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② 総合評価 項目別の評価を勘案し、下記を目安に総合評価をしています。 

 Ａ：30 年度どおりの事業継続が適当 

 Ｂ：事業の進め方等に改善が必要 

 Ｃ：事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要 

 Ｄ：事業の統合、休・廃止の検討が必要 
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地方創生推進交付金事業評価シート 

 

１ 基本事項 

事業名 地域資源を活用した雇用創出・定住促進プロジェクト（地方創生推進交付金） 

地方創生 

総合戦略 

基本戦略２ 子育て世代が戻ってこられる雇用の創出   

施策２－２林業振興の促進 

基本戦略３ 子育て世代の U・Iターンの拡大  

施策３－１U ターンしたくなるまちづくり 

事業内容・実績 

□直営  ■委託 

 町の地域資源の①歴史のある南木曽ろくろ②未活用の森林資源③妻籠宿・中山道などのインバウンド資

源を活用した３つの産業振興・市場拡大の取組を並行して実施することで、町特有の魅力ある雇用を創出

し、地元学生や U・Iターン者のしごとの選択肢を拡大させ定住・移住促進につなげる。本プロジェクト

は平成 28年度から３年間で推進することとしており、平成 30年度は最終年度となる。 

 

【平成 30年度取組事業】 

○伝統的工芸品産業魅力アップ・創造事業 南木曽ろくろ細工 

・Ｈ29年度にコーディネーターによる魅力の引き出し等の指導、なぎそろくろのロゴマーク作成を受け

て魅力の発信等に活かした。 

・３月８～２０日の１３日間、東京青山にて展示販売会を実施し、南木曽ろくろ細工の認知拡大に努めた。 

○南木曽町木材利用調査 

・（社）長野県林業コンサルタント協会に調査を委託。 

・搬出間伐材等を活かすための町内木材需要動態調査と関連事業者等による懇談会内容の分析。 

○インバウンド関係 

・町独自で観光業者への研修会を予定していたが、長野県が急増するインバウンド対策としてインバウン

ド推進協議会を設立し、受入環境整備・商品造成等へ積極的に支援をしていくこととなったため、独自事

業を実施せず県の協力を得ながら継続的にインバウンド対策を実施していく。 

 

（関連事業）南木曽町地方創生総合戦略政策評価報告書 

 P18～19 ２ インバウンドの推進       P22   １ 町有林・民有林の利活用 

 P25～26 １ 地域に必要な人材の育成・確保    P29～30  ２ 町内出身者への情報提供 

 P30   ３ Ｕターン者向けの経済支援       P31～32 １ ターゲットを絞った情報発信 

 P32   ２ 移住者受入体制の強化      P33   １ 地元への就労支援 

 P34   １ 住宅地としての競争力強化     

事業費 

（単位：千円） 

事業費 1,891  

財

源

内

訳 

国補助  852 

県補助  

使用料  

一般財源 1,039 
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  ２ 重要業績評価指標（KPI） 

指標名 指標値 H30年度末実績 

南木曽ろくろ新製品売上額 3,000 千円（30 年度末） 3,228 千円 

町有林・民有林の間伐実施面積 180ｈa(H28～H30 累計) 79.87ｈａ 

外国人観光客数（一石栃通過人数） 18,800人（30年度末） 31,426人 

事業の課題 

○ろくろ関係 

作成したロゴマークを宣伝等に活用し、南木曽ろくろの認知度を広めブランド力を高

めるために、いかに組合が独自でまとまって活動をおこしていくかが鍵となる。 

○林業関係 

保育間伐（切捨）から搬出間伐に移行することにより整備費用が増加する。搬出コス

トを抑え、材価の見込める整備のしやすい森林整備で経験と技術を向上させることによ

り、今後の整備の効率を上げる必要がある。また、今回の搬出間伐材等を活かすための

町内木材資源の利用量確認と利用の可能性の調査を踏まえ、町内の木材利用の在り方を

検討する必要がある。 

○インバウンド関係 

インバウンドの受入等は当町だけでは完結することはないため、長野県・隣接する中

津川市と連携を供することが必要となってくる。 

 

 

３ 評価（ＡＢＣＤ） 

項 目 項目別 総合 評価説明 

妥当性 

行政が関与すべきか Ａ 

Ａ 

Ａ 

ろくろ関係ではコーディネーターの指導を活かし、

ろくろのロゴマークを活用し、宣伝広告に使用するこ

とができた。 

林業関係では、町内木材需要動態調査と異業種連携

が図れる町域の関連事業者等による懇談会を開催し、

今後の当町に適した持続可能な森林の活用方法の検討

に活かすことができた。 

住民ニーズは高いか Ａ 

目的・対象は妥当か Ａ 

有効性 

事業の効果があるか Ａ 

Ａ 成果向上の可能性 Ａ 

長期計画への貢献度 Ａ 

効率性 

手段は最適か Ａ 

Ａ 低コスト・効率化 Ａ 

受益者負担は適正か Ａ 
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４ 今後の事業の方向性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後の方向 事業の方向性に関する考え 

拡充 

（増） 
○ 

地域住民  ろくろ関係では組合として産地の統一感と継続性を保つため、組合が独自

でまとまった活動が必要である。組合協議に積極的に参加し、今後の PR活動

の展開について検討する。 

林業振興として、当町に適した持続可能な森林の活用方法の一環として、

公共建築物等への地域材利用を目指し、異業種連携が図れる町域の関連事業

者等による懇談会の開催などを行っていく。 

観光振興として、長野県が設立したインバウンド推進協議会に参画し、イ

ンバウンド推進体制を構築するとともに観光事業者がおもてなし向上や新規

コンテンツ開発をするための研修会に積極的に参加し、更なる増を目指す。 

さらに、移住定住・就職相談会や学生と業界とのマッチング、地域おこし

協力隊制度を活用した人材の確保等を並行して実施することで、更なる事業

効果の向上を図る。 

各種団体 ○ 

継続 

（現行） 
 

町 ○ 

広域  

縮小 

（減） 

 民間 ○ 

その他  

廃止  

課 
もっと元気に戦略室 

係 
元気なまちづくり係 

産業観光課 農林係 商工観光係 


